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Ⅰ．はじめに
　2019年４月23日、全国人民代表大会常務委員会は、

「商標法」、「不正競争防止法」等８つの法律の改正
を公布した２。今回公布された第四次改正「商標法」
は2019年11月１日に施行されることとされ、また、
第二次改正「不正競争防止法」３は2019年４月23日
に施行された。言うまでもなく、「商標法」及び「不

正競争防止法」は、知的財産法分野において極めて
重要かつ基本的な法律であり、日本企業への影響も
大きい。
　そこで、今回は、中国の商標法及び不正競争防止
法の2019年改正の内容及び留意点等について解説す
ることとする。
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中国知財の最新動向　第14回

中国の商標法及び不正競争防止法の2019年改正
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Ⅱ．商標法
１　総説

今回の商標法の第四次改正の背景としては、長
年にわたる商標出願の増加に伴い、商標の悪意に
よる取得や不使用商標の蓄積が益々顕著になって
きていること、商標出願に要する手続の煩雑さや
期間の長さが商標登録の効率性に対する事業者の
要求に応じることができていないこと等がある。
そのため、今回の商標法の第四次改正は、科学的
かつ効率的な商標登録体系を構築すること、商標
登録に関する法制度による障害を低減すること、
商標の悪意による取得や不使用商標の蓄積を抑止

すること等を目指している。とくに、改正前の商
標法では、他人の商標・ブランドにフリーライド

（ただ乗り）する悪意出願に対する規制について
は明確に定められていたものの、不使用商標の蓄
積を目的とする出願については原則的な規定しか
定められていなかったことから、今回の商標法の
第四次改正では、悪意出願の規制とともに、使用
を目的としない悪意のある商標登録出願を抑止し、
使用を目的とする商標登録出願の制度の構築を目
指している４。

今回の商標法の第四次改正の新旧対照表（抄
録）は、表１のとおりである。

表１：中国商標法新旧対照表（抄録）

旧法（2013年第三次改正） 新法（2019年第四次改正）
第４条（商品商標及び役務商標の登録出願）
　自然人、法人又はその他の組織は、生産経営活動にお
いて、その商品又は役務に対して商標専用権を取得する
必要があるときは、商標局に商標登録を出願するものと
する。

（第２項は省略）

第４条（商品商標及び役務商標の登録出願）
　自然人、法人又はその他の組織は、生産経営活動に
おいて、その商品又は役務に対して商標専用権を取得す
る必要があるときは、商標局に商標登録を出願するもの
とする。使用を目的としない悪意のある商標登録出願は、
これを拒絶するものとする。

（第２項は省略）
第19条（商標代理機構の義務）

（第１項及び第２項は省略）
　商標代理機構は、委託者の登録出願する商標が本法第
15条及び第32条に定める情況に属することを知り又は知
るべきときは、その委託を引き受けてはならない。
　商標代理機構は、その代理サービスをする商標登録出
願のほかに、その他の商標を登録出願してはならない。

第19条（商標代理機構の義務）
（第１項及び第２項は省略）
　商標代理機構は、委託者の登録出願する商標が本法第
４条、第15条及び第32条に定める情況に属することを知
り又は知るべきときは、その委託を引き受けてはならな
い。
　商標代理機構は、その代理サービスをする商標登録出
願のほかに、その他の商標を登録出願してはならない。

第33条（異議申立）
　初期査定公告された商標に対しては、公告日から３か
月以内に、本法第13条第２項及び第３項、第15条、第16
条第１項、第30条、第31条、第32条の規定の違反である
と判断する先行権利者（原文は「在先権利人」）、利害関
係者、又は本法第10条、第11条、第12条の規定の違反で
あると判断する如何なる者は、商標局に異議を提出する
ことができる。公告期限を満了しても異議が無かったと
きは、登録を許可し、商標登録証を発給し、且つ公告を
する。

第33条（異議申立）
　初期査定公告された商標に対しては、公告日から３
か月以内に、本法第13条第２項及び第３項、第15条、第
16条第１項、第30条、第31条、第32条の規定の違反であ
ると判断する先行権利者（原文は「在先権利人」）、利害
関係者、又は本法第４条、第10条、第11条、第12条、第
19条第４項の規定の違反であると判断する如何なる者は、
商標局に異議を提出することができる。公告期限を満了
しても異議が無かったときは、登録を許可し、商標登録
証を発給し、且つ公告をする。

第５章　登録商標の無効宣告
第44条（絶対的無効理由による無効宣告）
　既登録商標が本法第10条、第11条、第12条の規定に違
反し、又は欺罔的手段若しくはその他の不正な手段によ
り登録を得たときは、商標局は、その登録商標の無効を

第５章　登録商標の無効宣告
第44条（絶対的無効理由による無効宣告）
　既登録商標が本法第４条、第10条、第11条、第12条、
第19条第４項の規定に違反し、又は欺罔的手段若しくは
その他の不正な手段により登録を得たときは、商標局は、


